
款名称 部局名称 事業名称 細事業名称 本年度事業費
（千円）

本年度県費
（千円） 事業概要（目的） 政策体系名称

民生費 健康福祉
部 女性相談所費 女性相談事業費 103,480 53,855

ＤＶに関する悩みの相談や要保護女性の保護更正を行い、女性の人
権尊重を促進する。また、女性相談所、一時保護所の運営を行うとと
もに、婦人保護施設の入所決定に関する費用を負担する。

男女共同参画社会の実現

民生費 健康福祉
部

配偶者暴力相談支援セ
ンター事業費 ＤＶ対策基本計画推進事業費 35,850 16,675

「三重県ＤＶ防止及び被害者保護・支援基本計画」を着実に推進して
いくために、女性相談員を配置し、ＤＶ防止、早期発見、相談、保護及
び自立支援の各段階に必要な事業を実施するとともに計画の評価を
行う。

男女共同参画社会の実現

民生費 健康福祉
部

子どもの育ちの推進事業
費

みえのこども応援プロジェクト事業
費 34,722 3,894

子どもたちが異年齢の子どもや大人と関わりながら、様々 な力を培
い、自己肯定感を育む機会として、子どもの思いの発信の場や活動
の場づくり、子どもによる具体的な取組を実践するための支援を行
う。また、県民一人ひとり、地域団体・ＮＰＯ、企業等より多様な主体
が連携・協働し、子どもの健やかな育ちに何が必要かを考え、子ども
や子育て家庭を見守り、支えることができる地域社会づくりをめざす。

子どもの育ちを支える地域
づくり

民生費 健康福祉
部

子どもの育ちの推進事業
費 子育て家庭応援事業費 691 0

子育てを社会全体で応援する気運の醸成と子育て家庭の経済的な
負担の軽減を目的として、地域の企業・商店等が割引や特典などの
サービスを子育て家庭に提供する事業を実施する。

子どもの育ちを支える地域
づくり

民生費 健康福祉
部

子どもの育ちの推進事業
費

企業の次世代育成支援促進事業
費 1,001 0

県内中小企業における次世代育成支援、仕事と生活の調和（ワーク・
ライフ・バランス）の実現のための取組を促進するとともに、仕事と生
活の調和（ワーク・ライフ・バランス）に対する県民全体の幅広い理解
を促進、気運の醸成を図る。

子どもの育ちを支える地域
づくり

民生費 健康福祉
部

次世代育成関係雇用対
策事業費

子育ち拠点創設緊急雇用創出事
業費 2,692 0

少子化の進行や核家族化、価値観の多様化などを背景に、人と人と
のつながりが希薄化し、家庭や地域のありようが変化する中、子ども
の育ちを支えるために、子どもと大人が多様に交流する地域づくりに
向けた活動の拠点づくりを進める。

子どもの育ちを支える地域
づくり

民生費 健康福祉
部

次世代育成関係雇用対
策事業費

子育て支援キャンペーン緊急雇用
創出事業費 4,506 0

少子化の進行や核家族化、価値観の多様化などを背景に、人と人と
のつながりが希薄化する中、子どもや子育て家庭を支えるために、安
心して子育てができ、子どもと大人が多様に交流する地域づくりをめ
ざす。

子どもの育ちを支える地域
づくり

民生費 健康福祉
部 子ども・若者事業推進費 子ども・若者事業推進費 30,498 30,352

子どもの健やかな育成及び次世代育成支援に関し関係機関との連
携を図り、また、青少年指導専門員の効率的、効果的な活用を図るこ
とにより、総合的かつ効果的に施策を実施する。
・青少年指導員を配置する。
・青少年健全育成協力店運動を推進する。
・７月・１１月の強調月間及び春期・夏期・冬期強化期間においてさま
ざまな啓発活動を実施する。
・内閣府青年国際交流事業に協力する。

子どもの育ちを支える地域
づくり
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民生費 健康福祉
部 子ども非行対策事業費 青少年健全育成条例施行事業費 2,429 2,429

子どもに関する機関や団体と連携し、青少年健全育成条例を適正に
運用していくことにより、子どもを取り巻く有害環境の浄化を図り、子
どもの豊かな育ちを支援する。

子どもの育ちを支える地域
づくり

民生費 健康福祉
部 子ども非行対策事業費 子どものネット被害防止地域連携

事業費 2,043 0

市町と連携しながら、地域で子どものネット被害防止に向けた学習会
や研修会の講師として活躍できる人材の育成に取り組むとともに、子
どものネットトラブル等の未然防止に向けた学習会や研修会を実施
する。

子どもの育ちを支える地域
づくり

民生費 健康福祉
部

子ども関係雇用対策事
業費

子どものインターネットリテラシー緊
急雇用創出事業費 2,970 0

子どものインターネット利用による被害、非行、依存症等の問題を未
然に防止するため、子ども並びに保護者、地域の大人等を対象に、
インターネットリテラシーに関する啓発を推進する。

子どもの育ちを支える地域
づくり

民生費 健康福祉
部 災害救助事業費 災害医療救助対策事業費 37,688 -17,450

大規模災害時等における災害救助法の適用、災害弔慰金の支給、
災害援護資金の貸付、備蓄毛布の供給等を行い、災害時の総合的
な対策を図る。

防災対策の推進

民生費 健康福祉
部 災害救助事業費 災害医療体制強化推進事業費 128,974 4,882

災害時の医療体制の充実強化を図るため、地域における関係機関と
の連携強化や災害医療を支える人材育成、医療施設の耐震化の促
進に取り組む。

防災対策の推進

民生費 健康福祉
部 災害救助事業費 医療施設耐震化整備事業費 1,245,920 0

医療施設耐震化臨時特例基金を活用することにより、災害拠点病
院、救命救急センターを有する病院及び二次救急医療機関の耐震化
を支援する。

防災対策の推進

民生費 健康福祉
部 災害救助事業費 医療施設耐震化臨時特例基金積

立金 5,264 0
国から交付された医療施設耐震化臨時特例交付金を活用して三重
県医療施設耐震化臨時特例基金を設置し、災害拠点病院、救命救
急センターを有する病院及び二次救急医療機関の耐震化を図る。

防災対策の推進

民生費 健康福祉
部 社会福祉関係総務費 費用徴収事務適正化対策特別事

業費 2,176 2,176
健康福祉部が所管する収入の未収金について、未収債権管理徴収
事務嘱託員及び関係地域機関の職員による文書や電話等による督
促、自宅等への訪問を行い、未収金の回収を行う。

子育て環境の整備

民生費 健康福祉
部

特別児童扶養手当法施
行事務費 特別児童扶養手当法施行事務費 6,310 0

精神又は身体に障がいのある児童を監護する父母又は養育者に支
給する特別児童扶養手当の迅速な支給と手当支給の適正化を図
る。

子育て環境の整備

民生費 健康福祉
部

障がい者地域生活支援
事業費 発達障がい児への支援事業費 12,075 5,796

発達障がい児の早期発見や幼児期から青年期までのとぎれのない
総合的な支援を行うため、市町とともに相談・支援体制一元化への取
組を行うとともに、人材育成などを進める。

子育て環境の整備
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款名称 部局名称 事業名称 細事業名称 本年度事業費
（千円）

本年度県費
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民生費 健康福祉
部

県立障がい児（者）福祉
施設等事業費

草の実リハビリテーションセンター
運営費 127,891 14,613

①肢体不自由児施設として、入所児童に対し、機能訓練・日常生活
訓練等多目的な指導を行う。
②小児整形外科病院の外来診療部門として、障がいの早期発見・早
期治療に重点を置き、理学・作業・言語療法等の訓練を行う。
③重症心身障がい児（者）通園事業、心身障がい児（者）短期入所事
業を実施する。

子育て環境の整備

民生費 健康福祉
部 乳幼児医療対策費 乳幼児医療費補助金 1,360,169 352,170

次世代育成の重要性から、乳幼児に医療費を助成し、子育て家庭の
経済的負担を軽減することを目的とし、乳幼児医療費助成制度を実
施する市町に対して、補助する。

子育て環境の整備

民生費 健康福祉
部

児童福祉施設職員対策
費 産休等代替職員賃金補助金 3,820 0児童福祉施設等の職員が出産または病気休暇の時、入所児童の適正な処遇を実施するため代替職員を確保することに対して補助する。子育て環境の整備

民生費 健康福祉
部

児童福祉施設職員対策
費 民間保育所職員研修費補助金 650 325民間保育所に対し、保育に係る理論と技術を研鑽するための討議、研究を促し、職員の資質の向上を図る。 子育て環境の整備

民生費 健康福祉
部 保育所事業費 保育所運営費負担金 2,158,957 2,158,957

保護者の労働又は疾病等の事由により保育に欠ける児童の健全育
成を図るため、保護者の委託を受け、市町が保育所において保育を
実施した場合、これに要する費用の一部を負担する。

子育て環境の整備

民生費 健康福祉
部 保育所事業費 児童福祉施設整備費利子補給補

助金 1,197 0民間児童福祉施設整備の財源として社会福祉・医療事業団から借り入れた借入金の利子のうち一定割合（１／３）を補助する。 子育て環境の整備

民生費 健康福祉
部 保育所事業費 安心こども基金保育基盤整備事業

費 739,259 0
国から交付された子育て支援対策臨時特例交付金により造成した三
重県安心こども基金を活用し、保育所の計画的な整備や、保育の質
の向上を図るための研修等を行う。

子育て環境の整備

民生費 健康福祉
部 保育所事業費 保育専門研修・人材確保事業費 14,700 7,350多様化・高度化する保育ニーズに対応するため、研修の強化・拡充による保育士の資質や専門性の向上を図る。 子育て環境の整備

民生費 健康福祉
部 保育所事業費 三重県安心こども基金積立金 2,252 0国から交付された子育て支援対策臨時特例交付金を活用して造成した三重県安心こども基金の利子を積み立てる。 子育て環境の整備

民生費 健康福祉
部 特別保育事業費 認可外保育施設支援事業費 3,689 54

保育所での保育の実施が困難であるために入所を待機する児童を
保育所以外の保育施設において保育を実施した場合に必要な経費
の一部を助成することにより、児童の福祉の増進を図る。

子育て環境の整備
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款名称 部局名称 事業名称 細事業名称 本年度事業費
（千円）

本年度県費
（千円） 事業概要（目的） 政策体系名称

民生費 健康福祉
部 特別保育事業費 家庭支援推進保育事業費補助金 10,007 3,359

人権についての正しい理解と認識を深めるため、人権研修会等を実
施する。また日常生活における基本的な習慣や態度のかん養等につ
いて、家庭環境に対する配慮など保育を行ううえで、特に配慮が必要
とされる児童を多数受け入れている私立保育所の保育内容の充実を
図るため、保育士の加配等を行う。

子育て環境の整備

民生費 健康福祉
部 特別保育事業費 特別保育事業費補助金 513,234 257,198

地域における様々 な保育需要に対応するため、延長保育、休日保育
等を実施する市町に対し補助を行い、多様な保育サービスの整備及
び子育て支援の充実を図る。

子育て環境の整備

民生費 健康福祉
部 特別保育事業費 放課後児童対策事業費補助金 674,519 292,985

昼間保護者のいない主に小学校低学年児童を対象に、小学校の余
裕教室、児童館等を利用して児童の育成・指導、遊びによる発達の
助長等健全育成の向上を図る取組に対して補助する。

子育て環境の整備

民生費 健康福祉
部 特別保育事業費 次世代育成支援特別保育推進事

業補助金 133,155 27,288
次世代育成支援行動計画の目標達成と市町行動計画推進の支援を
行うため、保育所における次世代育成のための事業を実施する市町
に対し補助する。

子育て環境の整備

民生費 健康福祉
部 特別保育事業費 人権保育専門研修事業費 2,689 1,345保育士が様々 な人権問題について正しい知識と専門的な知識を習

得する場として、人権保育に関する講座を県内において開設する。 子育て環境の整備

民生費 健康福祉
部 特別保育事業費 ０歳児からの保育母子保健連携・

虐待予防事業費 7,595 0

子育てのノウハウが蓄積された保育所において、その特性を活かし
た「育児相談機能」と「一時保育機能」を効果的に連動させ、妊娠時
からおおむね３歳未満の未就園児を持つ家庭の子育てを支援するこ
とで、育児不安の解消を図り、もって児童虐待予防の仕組みを作る市
町に対して、運営費等を助成する。

子育て環境の整備

民生費 健康福祉
部 保育士養成費 保育士登録事務費 3,671 -650保育士となる資格を有する者に保育士証を交付するとともに、登録簿に記載し管理を行う。 子育て環境の整備

民生費 健康福祉
部 地域子育て支援事業費 児童館運営費補助金 20,310 10,155

児童館は、児童に健全な遊びを与えて、その健康を増進し、情操を
豊かにすることを目的としており、社会福祉法人等が運営する、創意
工夫・柔軟な対応等の特色ある取組を行う児童館に事業費を補助す
る。

子育て環境の整備

民生費 健康福祉
部 県立児童厚生施設費 みえこどもの城運営事業費 78,615 78,615

指定管理者が、大型児童館「みえこどもの城」の施設や機能を活用し
て、児童健全育成事業を実施し、児童等に遊びの場、学習の場を提
供する。また、県の児童健全育成の拠点として、県内各地において移
動児童館事業を実施するとともに、地域とのネットワークづくりや地域
児童館の運営支援を行う。

子育て環境の整備
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款名称 部局名称 事業名称 細事業名称 本年度事業費
（千円）

本年度県費
（千円） 事業概要（目的） 政策体系名称

民生費 健康福祉
部

みえこども家庭健康セン
ター事業費

小児夜間医療・健康電話相談事業
費 10,219 5,111

子どもの病気、薬・事故に関することについて、電話による相談を夜
間において実施する。平成18年度から、全国統一の電話番号「♯８０
００」を導入し、利便性の向上を図っている。

子育て環境の整備

民生費 健康福祉
部 児童扶養手当事業費 児童扶養手当事業費 749,435 499,722

父母等の離婚などにより、父又は母と生計を同じくしていない児童を
養育しているひとり親家庭等の生活安定と自立を助け、児童の福祉
の増進を図るため児童扶養手当を支給する。

子育て環境の整備

民生費 健康福祉
部

放課後子ども教室推進
事業費 放課後子ども教室推進事業費 47,736 23,982

放課後や週末等に小学校内外における施設を活用し、地域の方々
の参画を得て、子どもたちと共に勉強やスポーツ、文化活動、地域住
民との交流活動等の取組を実施する。

子育て環境の整備

民生費 健康福祉
部

ファミリーサポートセン
ター設置促進事業費

ファミリーサポートセンター設置促
進事業費 331 331

子育て中の勤労者等の育児不安や育児負担感を軽減し、安心して
仕事と家庭を両立できる環境づくりを推進するため、地域における子
育て等の相互援助組織であるファミリー・サポート・センターの設置運
営を支援する。

子育て環境の整備

民生費 健康福祉
部 安心こども基金事業費 安心こども基金地域子育て創生事

業費 99,720 0

地域の創意工夫により地域の子育て力をはぐくみ、子育てにかかわ
る人材の育成、コミュニティの活性化を図るため、自治体、地域住
民、町内会、ＮＰＯ、ボランティア、商店街、企業等の行う地域子育て
支援活動の立ち上げなどを支援する。

子育て環境の整備

民生費 健康福祉
部 子ども手当事業費 子ども手当負担金 4,041,400 4,041,300

児童を養育している者に手当を支給することにより家庭における生活
の安定と、次代の社会を担う児童の健全育成及び資質の向上に資
する。

子育て環境の整備

民生費 健康福祉
部

保育関係雇用対策事業
費

保育士再チャレンジ支援緊急雇用
創出事業費 29,538 0

保育士の人材確保を図るため、保育士養成校において失業離職者
を新たに雇い入れ、養成校の卒業者に対するアンケート調査や研修
の準備を行うことにより、潜在保育士の掘り起こしを行い、保育所等
への現場復帰を支援する。

子育て環境の整備

民生費 健康福祉
部 児童措置費 医療費審査支払委託料 921 921要保護児童の診療報酬公費負担分の審査を行う。 子育て環境の整備

民生費 健康福祉
部 児童措置費 児童保護措置費等負担金 43,963 43,963市福祉事務所が児童福祉法による「母子保護の実施」及び「助産の実施」を行った場合に負担金を支出する。 子育て環境の整備

民生費 健康福祉
部 児童措置費 児童入所施設措置費 2,260,231 1,122,459

児童福祉法による児童入所施設及び里親に要保護児童等を入所又
は委託の措置をした場合の、入所（委託）後の保護・養育につき、最
低基準を維持するための費用を支出する。

子育て環境の整備

民生費 健康福祉
部 母子医療対策費 一人親家庭等医療費補助金 430,702 424,202

一人親家庭並びに父母のない児童を扶養している家庭の保健の向
上と福祉の増進を図ることを目的とし、一人親家庭等医療費助成制
度を実施する市町に対して、補助する。

子育て環境の整備

5/22



款名称 部局名称 事業名称 細事業名称 本年度事業費
（千円）

本年度県費
（千円） 事業概要（目的） 政策体系名称

民生費 健康福祉
部

母子自立支援員設置事
業費 母子自立支援員設置事業費 21,680 21,553

母子家庭及び寡婦の相談に応じ、自立に必要な情報提供及び指導
等を行う母子自立支援員等を各福祉事務所に５名設置する。過去か
らの懸案事項への対応として、民間会社への未収債権回収業務の
一部委託を実施する。

子育て環境の整備

民生費 健康福祉
部

母子自立支援員設置事
業費

母子寡婦福祉資金関係業務緊急
雇用創出事業費 537 0地域主権戦略大綱に基づく母子及び寡婦福祉資金貸付事業の権限移譲に伴い、当該事業を整理し、市への引渡し準備を行う。 子育て環境の整備

民生費 健康福祉
部 ひとり親家庭等対策費 母子福祉センター運営委託事業費 9,450 5,539

母子福祉センターの運営管理及び事業実施を指定管理者に委託す
る。（１８年度より指定管理者制度を導入）
①母子家庭等の福祉を増進するため、三重県社会福祉会館内に母
子福祉センターを設置する。
②母子家庭等の自立促進を図るため、ひとり親家庭等の就業支援講
習会・就業相談・就業情報の提供等母子家庭の母・寡婦に対し就業
支援を行う。

子育て環境の整備

民生費 健康福祉
部 ひとり親家庭等対策費 ひとり親家庭等日常生活支援委託

事業費 993 497

母子家庭、父子家庭、寡婦が修学等の自立促進に必要な事由や疾
病等の事由により、一時的に生活援助、保育等のサービスが必要な
場合、又は生活環境の激変により日常生活を営むのに支障が生じて
いる場合に、その生活を支援する者を派遣して母子家庭等の生活の
安定を図る。（所得により有料。三重県母子寡婦福祉連合会に委
託。）

子育て環境の整備

民生費 健康福祉
部 ひとり親家庭等対策費 母子及び寡婦福祉資金事務電算

処理委託事業費 8,736 8,736
母子及び寡婦福祉資金に関する貸付、償還及び管理等に必要な
データの蓄積、加工及び帳票の作成を電子計算機により処理する業
務を委託して実施する。

子育て環境の整備

民生費 健康福祉
部 ひとり親家庭等対策費 母子自立支援プログラム事業費 1,000 100

①母子家庭が指定教育訓練の受講について支払う入学料及び受講
料の合計額の２割相当額を支給する。（経過措置あり）
②母子自立支援プログラム策定員を設置し、個々 の児童扶養手当受
給者の状況、ニーズに応じ自立支援計画を策定し、福祉的援助の視
点に基づき自立就労支援を行う。

子育て環境の整備

民生費 健康福祉
部 ひとり親家庭等対策費 母子及び寡婦福祉資金貸付事業

特別会計繰出金 38,415 38,415母子及び寡婦福祉資金貸付金の貸付所要見込額の増加のため、一般会計から繰出しを行う。 子育て環境の整備

民生費 健康福祉
部 ひとり親家庭等対策費 一人親家庭自立支援事業費 131,589 4,967一人親家庭の親が就職に有利な資格習得訓練を受ける全期間を対象に訓練促進費を支給する。 子育て環境の整備

民生費 健康福祉
部 国児学園費 国児学園運営費 44,679 23,502

生活指導を要する児童を入所させ、家庭に代わって保護し学校教育
の場を提供するとともに、個々 の児童の状況に応じて必要な指導を
行い、それぞれの児童の自立を支援する。また、退園生の事後指導
を行う。

子育て環境の整備
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款名称 部局名称 事業名称 細事業名称 本年度事業費
（千円）

本年度県費
（千円） 事業概要（目的） 政策体系名称

民生費 健康福祉
部

児童虐待防止総合対策
事業費 児童相談所等組織力強化事業費 54,669 7,692

児童相談所職員に対して各種研修の実施や、弁護士や医師等専門
家からの助言を行うとともに、児童虐待に対する非常勤職員を配置
することにより、児童相談所職員の資質の向上を図り、相談体制を強
化する。

子育て環境の整備

民生費 健康福祉
部

児童虐待防止総合対策
事業費 市町相談体制強化促進事業費 29,307 5,398

市町ケースワーク職員への研修等の実施、市町要保護児童対策協
議会への外部アドバイザーの派遣、県と市町の相談体制のあり方検
討を外部の有識者に委託、児童家庭支援センターの運営費補助を行
うことにより、市町職員等の資質の向上並びに地域における相談体
制の一層の強化、促進を図る。

子育て環境の整備

民生費 健康福祉
部

児童虐待防止総合対策
事業費 家族再生・児童自立支援事業費 272,339 5,892

家族再統合を目指して児童及び家族に対する支援を行うとともに、里
親委託の推進に向けて里親制度の普及啓発及び里親の支援を行
う。要保護児童が自立し社会に出るにあたっての適切な処遇や身元
保証を行うなど児童の自立を支援する。また、児童養護施設の増改
築に対する補助を行う。

子育て環境の整備

民生費 健康福祉
部 児童相談センター費 管理運営費 47,645 44,719児童相談所の円滑な運営を図る。 子育て環境の整備

民生費 健康福祉
部 児童相談センター費 児童虐待防止相談体制強化事業

費 25,935 14,938

児童相談所における相談の質の向上を図るとともに、常時相談通告
を受けられる体制を整備し、相談体制の強化を進める。
①非常勤職員健康診断手数料
②メンタルフレンド経費
③専門研修経費
④子育て支援経費
⑤24時間相談体制にかかる経費
⑥子ども通訳ボランティア経費
⑦対応医療機関ネットワーク会議にかかる経費

子育て環境の整備

民生費 健康福祉
部 児童相談センター費 児童一時保護事業費 205,959 43,608

児童虐待を受けた児童等を保護し、カウンセリングや心的ケアを行
い、児童の権利擁護を促進する。
①一時保護所にかかる経費
②一時保護委託にかかる経費
③嘱託医師活動経費
④一時保護対応協力員活動経費
⑤中勢児童相談所一時保護所の増改築にかかる経費

子育て環境の整備

民生費 健康福祉
部 社会福祉審議会費 社会福祉審議会運営費 4,912 4,912

社会福祉の全般に関すること、民生委員の適否の審査に関するこ
と、身体障害者福祉に関すること、児童福祉に関すること、高齢者福
祉に関することを調査審議する。

地域とともに進める福祉社
会づくり

民生費 健康福祉
部 社会福祉会館運営費 社会福祉会館管理運営費 55,402 13,049社会福祉会館の維持管理運営に関する委託を行う。また、会館維持に必要な修繕工事を実施する。

地域とともに進める福祉社
会づくり
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款名称 部局名称 事業名称 細事業名称 本年度事業費
（千円）

本年度県費
（千円） 事業概要（目的） 政策体系名称

民生費 健康福祉
部 福祉基金積立金 福祉基金積立金 357,998 351,050高齢者等の保健福祉の向上を図るための事業の財源に充てるため、基金の積立を行う。

地域とともに進める福祉社
会づくり

民生費 健康福祉
部

民間福祉団体等協働事
業費 福祉活動指導員設置費補助金 42,223 0民間社会福祉活動の育成、充実を図るために、県社会福祉協議会の福祉活動指導員の設置について補助する。

地域とともに進める福祉社
会づくり

民生費 健康福祉
部

民間福祉団体等協働事
業費 地域福祉推進支援事業費 1,406 703

地域福祉の推進を図るための市町及び市町社協の取組を支援する
とともに、地域福祉（活動）計画の策定推進、既存計画の内容の充実
等を促進する。

地域とともに進める福祉社
会づくり

民生費 健康福祉
部

民間福祉団体等協働事
業費 民生委員活動費 238,097 238,097民生委員・児童委員に対して、民生委員活動に伴う実費弁償としての手当を支給する。

地域とともに進める福祉社
会づくり

民生費 健康福祉
部

民間福祉団体等協働事
業費 民生委員組織活動費補助金 27,779 27,779

民生委員・児童委員で組織する地区民生委員児童委員協議会及び
県民生委員児童委員協議会に活動費等を補助することにより、民生
委員・児童委員の組織的な活動を強化し、もって社会福祉の向上を
図る。

地域とともに進める福祉社
会づくり

民生費 健康福祉
部

民間福祉団体等協働事
業費 民生委員研修費 2,036 1,756

経済情勢の変化に伴い、複雑多様化する福祉ニーズに的確に対応
した民生委員・児童委員活動の確保と、その資質の向上を図るため
に研修を行う。・ブロック研修会・会長研修会・中堅（専門）研修会

地域とともに進める福祉社
会づくり

民生費 健康福祉
部

民間福祉団体等協働事
業費 更生保護事業費補助金 504 504三重県更生保護事業協会の活動を推進するために、運営費の助成を行うことにより、社会の安定、住民福祉の向上を図る。

地域とともに進める福祉社
会づくり

民生費 健康福祉
部

民間福祉団体等協働事
業費 地域支え合い体制づくり事業費 400,000 0

高齢者、障がい者等、地域社会とのつながりや支援が必要な人々 を
地域社会において支えていくため、市町、住民組織、ＮＰＯ、福祉
サービス事業者等との協働により、見守り活動チーム等の人材育
成、地域資源を活用したネットワークの整備、先進的・パイロット的事
業の立ち上げ支援など、地域における日常的な支えあい活動を行う
体制を整備する。

地域とともに進める福祉社
会づくり

民生費 健康福祉
部

福祉ボランティア活動基
盤整備事業費 ボランティアセンター事業費補助金 8,597 4,356ボランティア活動の推進を図るため、県社会福祉協議会に対し、ボランティアセンターの事業及び運営に係る経費の補助を行う。

地域とともに進める福祉社
会づくり

民生費 健康福祉
部

地域福祉活動推進事業
費 地域福祉推進啓発事業費 928 928地域福祉活動を推進啓発するための活動を行う。 地域とともに進める福祉社

会づくり

民生費 健康福祉
部 低所得者等援護対策費 地域生活定着支援事業費 17,000 0

高齢であり、又は障がいを有することにより、矯正施設から退所した
後、自立した生活を営むことが困難と認められる者に対して、退所後
直ちに福祉サービス等を利用できるよう「地域生活定着支援セン
ター」を設置して必要な援助を行う。

地域とともに進める福祉社
会づくり
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款名称 部局名称 事業名称 細事業名称 本年度事業費
（千円）

本年度県費
（千円） 事業概要（目的） 政策体系名称

民生費 健康福祉
部 福祉人材確保対策費 社会福祉施設職員等退職手当共

済事業給付費補助金 289,007 289,007
社会福祉施設等被共済職員に対する退職手当支給事業を行う独立
行政法人福祉医療機構共済事業費の一部を助成することによって、
社会福祉施設職員等の処遇の向上を図る。

地域とともに進める福祉社
会づくり

民生費 健康福祉
部 福祉人材確保対策費 福祉人材センター運営事業費 47,746 4,949

地域での福祉サービスに対する理解を深め、新たな福祉人材の確保
や福祉人材の就労を促進するとともに、社会福祉法人等に対し、人
材確保に関する相談援助、無料職業紹介事業等の支援を行い、福
祉人材確保対策の推進を図る。
①福祉人材無料職業紹介事業、人材確保相談事業の実施
②福祉職場説明会、福祉講座の開催
③マッチングモデル事業の開催
④マッチング支援事業の実施

地域とともに進める福祉社
会づくり

民生費 健康福祉
部 福祉人材確保対策費 福祉施設経営指導事業費補助金 6,347 0

社会福祉施設の適正かつ安定的な経営と入所者処遇の向上をめざ
して、各法人・施設が行う運営の取組に関し、専門家による指導・援
助を行う体制を整備し、社会福祉施設経営全般の向上を図る。
①福祉施設経営指導連絡協議会等の開催
②相談、援助事業
③会計特別研修等
④施設経営参考資料集の作成及び配布
⑤各法人、施設への情報提供

地域とともに進める福祉社
会づくり

民生費 健康福祉
部 福祉人材確保対策費 介護福祉士等修学資金貸付事業

費 809 809
介護福祉士等修学資金貸付事業費にかかる平成２０年度セーフティ
ネット支援対策事業の前年度精算による国庫返還金を支出する。（新
規貸付は休止中）

地域とともに進める福祉社
会づくり

民生費 健康福祉
部 福祉人材確保対策費 福祉・介護人財確保緊急支援事業

費 49,086 0

福祉・介護職場の離職率が高く、若い人材の参入の減少、介護福祉
士等の潜在的有資格者の福祉職場への未就労者など、福祉・介護
人材の確保が喫緊の課題であることから、福祉介護人材の緊急支援
策を講じる。①潜在的有資格者等養成支援事業
②複数事業所連携事業
③キャリア形成訪問指導事業
④福祉・介護人材実態調査事業

地域とともに進める福祉社
会づくり

民生費 健康福祉
部 福祉人材確保対策費 地域の介護力向上ふるさと雇用再

生事業費 20,550 0

介護を担うマンパワーの確保及び育成は喫緊の課題であり、求職者
等を対象に、介護力を身につけるための育成プログラム（訪問介護
員２級レベル）を実施し、実際の福祉現場の体験や資格取得等の支
援を行い、介護・福祉事業所への就職につなげて福祉人材確保の充
実を図る。また、事業者側の環境改善に関する意識改革（セミナー
等）を行い、職員の定着をめざす。

地域とともに進める福祉社
会づくり
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款名称 部局名称 事業名称 細事業名称 本年度事業費
（千円）

本年度県費
（千円） 事業概要（目的） 政策体系名称

民生費 健康福祉
部 福祉人材確保対策費 離職者対策職業・生活相談支援緊

急雇用創出事業費 3,621 0福祉職場への就労や生活支援に対する情報集約・提供を行う総合案内窓口を設置し、離職者等を対象に福祉に関する相談支援を行う。
地域とともに進める福祉社
会づくり

民生費 健康福祉
部 福祉人材確保対策費 進路選択学生等支援事業費 33,996 0

福祉・介護職場の離職率が高く、若い人材の参入の減少、介護福祉
士等の潜在的有資格者の福祉職場への未就労者など、福祉・介護
人材の確保が喫緊の課題であることから、福祉介護人材の緊急支援
策を講じる。
①進路選択学生支援事業
②職場体験事業

地域とともに進める福祉社
会づくり

民生費 健康福祉
部 福祉人材確保対策費 外国人介護福祉士候補者受入施

設学習支援事業費 2,585 0

経済連携協定（EPA）に基づき入国する外国人介護福祉士候補者
が、円滑に国家資格を取得し、日本で就労できるよう、受入施設の研
修支援体制の充実と外国人介護福祉士候補者の日本語能力等学習
全般の向上を図る。

地域とともに進める福祉社
会づくり

民生費 健康福祉
部 福祉人材養成事業費 社会福祉施設職員研修事業費 19,719 4,379

施設職員の資質向上のための研修事業を行う県社会福祉協議会に
事業費を助成し、より質の高いサービスが提供できるよう環境整備を
行う。

地域とともに進める福祉社
会づくり

民生費 健康福祉
部

ＵＤ（ユニバーサルデザ
イン）のまちづくり総合推
進事業費

ＵＤのまちづくり推進事業費 1,732 1,732

「三重県ユニバーサルデザインのまちづくり推進条例」に基づく推進
計画を実施し、条例設置のユニバーサルデザインのまちづくり推進協
議会の開催を通じ、学識経験者、建築士、交通事業者、関係団体・関
係機関の皆さんから意見の提出を受けながら、誰もが自由に移動し
社会参加できるまちづくりを計画的、総合的に推進する。

地域とともに進める福祉社
会づくり

民生費 健康福祉
部

ＵＤ（ユニバーサルデザ
イン）のまちづくり総合推
進事業費

ＵＤのまちづくり展開事業費 5,306 0
県民へのユニバーサルデザイン（ＵＤ）の理念の普及と活動の地域展
開を図るため、市町、団体、民間事業者、県民と協働し、ＵＤのまちづ
くりの実現を目指した取組を進める。

地域とともに進める福祉社
会づくり

民生費 健康福祉
部

福祉サービス利用支援
事業費

福祉サービス運営適正化事業補助
金 8,207 4,104

福祉サービス利用援助事業の適正な運営確保と福祉サービスに関
する利用者からの苦情の適正な解決体制を整備するため、県社会福
祉協議会に第三者機関として設置されている「運営適正化委員会」
の設置運営経費を助成する。
①苦情の受付
②解決方法の決定
③苦情の件数、処理結果等の公表
④広報、啓発活動
⑤事業経営者に対する研修、巡回指導
⑥調査研究指導

地域とともに進める福祉社
会づくり

民生費 健康福祉
部

福祉サービス利用支援
事業費 日常生活自立支援事業費 118,981 57,821

判断能力が不十分な認知症高齢者等が適正に福祉サービスを受け
られる体制整備を推進するため、実施主体である三重県社会福祉協
議会が基幹的な市社会福祉協議会に設置する「地域権利擁護セン
ター」の運営費や専門員等の養成や相談支援等にかかる経費の助
成を行う。

地域とともに進める福祉社
会づくり
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款名称 部局名称 事業名称 細事業名称 本年度事業費
（千円）

本年度県費
（千円） 事業概要（目的） 政策体系名称

民生費 健康福祉
部

福祉サービス利用支援
事業費 成年後見制度利用推進事業費 1,036 0

判断能力が不十分な高齢者、障がい者等の日常生活を支援するた
め、成年後見制度の利用推進等に向けた検討を行うとともに、市町
や社会福祉協議会及び弁護士会、司法書士会、社会福祉士会等の
専門職団体と協働・連携し、成年後見制度にかかる相談・支援体制
の整備や後見人の確保等を支援する。

地域とともに進める福祉社
会づくり

民生費 健康福祉
部

みえ福祉第三者評価関
係事業費 みえ福祉第三者評価推進事業費 1,899 0

「みえ福祉第三者評価」制度を受審する社会福祉施設等に対して、
受審にかかる経費の一部を補助する。
①事業が適切、円滑に実施できるよう、評価基準等委員会を実施す
る。
②評価調査者、受審者に対して、評価基準及び評価手法等の研修
会を実施する。

地域とともに進める福祉社
会づくり

民生費 健康福祉
部

介護保険制度実施関係
事業費

現任介護職員等研修支援緊急雇
用創出事業費 106,857 0

介護保険サービスその他の福祉サービスに従事する現任職員の研
修機会を確保するため、事業者が現任職員を研修・講師に参加させ
る場合に必要な代替職員を新たに雇用する事業を行う。

地域とともに進める福祉社
会づくり

民生費 健康福祉
部

介護保険制度実施関係
事業費

介護雇用プログラム緊急雇用創出
事業費 658,489 0

求人ニーズの高い介護分野での人材の育成・確保を図るため、離職
失業者等を有期雇用契約労働者として雇い入れ、介護施設で介護補
助業務に従事しながら介護資格取得をめざす事業を行う。

地域とともに進める福祉社
会づくり

民生費 健康福祉
部 監査指導費 社会福祉法人等指導監査費 3,680 3,409

①社会福祉法人等に対する指導監査
②介護保険サービス事業費等に対する実地指導及び監査
③障害者福祉サービス事業者等に対する実地指導及び監査
④公益法人に対する検査を実施する。

地域とともに進める福祉社
会づくり

民生費 健康福祉
部 社会福祉統計費 社会福祉統計事務費 3,146 0

厚生労働統計調査（社会福祉関係）を実施する。
①福祉行政報告例
②国民生活基礎調査
③社会福祉施設等調査
④介護サービス施設・事業所調査
⑤地域児童福祉事業等調査
⑥社会保障制度企画調査

医療体制の整備

民生費 健康福祉
部 特定健康診査等事業費 特定健康診査等事業費 254,226 254,226

高齢者の医療の確保に関する法律により生活習慣病の予防を目的
として保険者に義務付けられた特定健康診査、特定保健指導を市町
国保及び国保組合が実施するにあたり、それに要する費用の一部を
負担する。

医療体制の整備

民生費 健康福祉
部 老人医療対策費 老人保健医療費県負担金 1,073 911

老後における健康の保持と適切な医療の確保により国民保健の向
上及び老人福祉の増進を図ることを目的とし、老人保健法第５０条の
規定により、その医療費を公費で負担する。

医療体制の整備

11/22



款名称 部局名称 事業名称 細事業名称 本年度事業費
（千円）

本年度県費
（千円） 事業概要（目的） 政策体系名称

民生費 健康福祉
部 老人医療対策費 後期高齢者医療対策事務費 769 769後期高齢者医療制度が適切に実施されるよう、広域連合、市町に対して技術的助言を行う。 医療体制の整備

民生費 健康福祉
部 老人医療対策費 後期高齢者医療費県負担金 15,004,527 13,404,527

高齢期における適切な医療の確保を図るため、後期高齢者医療広
域連合が支弁する医療費の一部を公費で負担し、国民保健の向上
及び高齢者の福祉の増進を図る。

医療体制の整備

民生費 健康福祉
部 老人医療対策費 後期高齢者医療高額医療費支援

県負担金 523,098 523,098
高額な医療費の発生による後期高齢者医療広域連合の財政リスク
の緩和を図るため、レセプト1件当たり80万円を超える医療費の部分
について、国及び県が１／４ずつ負担する。

医療体制の整備

民生費 健康福祉
部 老人医療対策費 後期高齢者医療保険基盤安定制

度県負担金 2,332,845 2,332,845

高齢期における適切な医療の確保を図るため、低所得者等の保険
料軽減分を公費で負担する。
①低所得者の被保険者均等割額を減額した額
②被用者保険の被扶養者であった被保険者の被保険者均等割額を
減額した額
③非自発的失業者に対する保険料減額分

医療体制の整備

民生費 健康福祉
部 老人医療対策費 後期高齢者医療財政安定化基金

積立金 552,700 182,931

保険者（後期高齢者医療広域連合）の後期高齢者医療制度の財政
の安定化を図り、その一般会計からの繰入を回避できるよう、予定し
た保険料収納率を下回って生じた保険料不足や、給付費の見込み誤
り等に起因する財政不足について、資金の貸付、交付を行うために
財政安定化基金を積み立てる。

医療体制の整備

民生費 健康福祉
部 老人医療対策費 後期高齢者医療不均一保険料県

負担金 2,693 2,693

高齢期における適切な医療の確保を図るため、広域連合内均一保
険料と異なる保険料率により賦課した特定市町の被保険者につい
て、均一保険料率により賦課されたと仮定した場合の保険料との差
額の総額を公費で負担する。該当市町：度会町

医療体制の整備

民生費 健康福祉
部

国民健康保険行政事務
費 高額医療費共同事業負担金 851,247 851,247

高額な医療給付の発生による市町国保の財政運営の不安定性を緩
和することを目的として、各市町保険者からの拠出金を基に国民健
康保険団体連合会が実施する高額医療費共同事業に対し、県が助
成することにより共同事業の充実・強化を図る。

医療体制の整備

民生費 健康福祉
部

国民健康保険行政事務
費

国民健康保険保険基盤安定負担
金 3,933,183 3,933,183

国民健康保険加入世帯間の保険料の不均衡を緩和するとともに、保
険料増大に歯止めをかけるため、保険料（税）軽減分の一部を負担
する。

医療体制の整備

民生費 健康福祉
部

国民健康保険行政事務
費 国民健康保険調整交付金 6,570,648 6,570,648

市町の産業構造、住民の所得、家族構成等により被保険者の国民
健康保険料の負担能力には、市町間において格差が存在しているこ
とから、定率国庫負担のみでは解消できない市町間の財政調整をす
るために、調整交付金を交付する。

医療体制の整備
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款名称 部局名称 事業名称 細事業名称 本年度事業費
（千円）

本年度県費
（千円） 事業概要（目的） 政策体系名称

民生費 健康福祉
部

国民健康保険行政事務
費 国民健康保険指導事務費 47,474 9,682

保険者及び保険医療機関に対し、国保事業の事務指導等を行う。
①国民健康保険事業の健全な運営を図るため、医療費の分析・調査
等を実施する。
②関係機関等と連絡調整を行う。
③社会保険医療担当者に健保・社保・国保の療養給付等の集団指
導を行う。等

医療体制の整備

民生費 健康福祉
部 保険者育成指導費 国民健康保険団体連合会事業費 9,635 9,635

国民健康保険事務の効率化、円滑化のため、国民健康保険団体連
合会に資料作成等を委託すると共に、共同事務事業補助金として月
報・年報関係資料作成事業に補助する。

医療体制の整備

民生費 健康福祉
部 社会福祉関係総務費 福祉事務費 43,326 34,402健康福祉部（本庁）民生関係の管理運営に関する経費 生活保障の確保

民生費 健康福祉
部 社会福祉関係総務費 福祉事務所費 26,537 26,511健康福祉部（福祉事務所）の管理運営に関する経費 生活保障の確保

民生費 健康福祉
部 企画調整費 企画調整事務費 114 114健康福祉行政施策の企画調整を行うとともに、健康福祉行政の広報等を実施する。 生活保障の確保

民生費 健康福祉
部 低所得者等援護対策費 施設入所児童等援護事業費 3,616 0

生活保護世帯児童及び施設入所児童に対し図書カードを贈ることに
より、生活意欲を助長し、もって、生活の質の向上を図る。
（事業の種類）
①被保護世帯児童支援事業
②施設入所児童歳末支援事業
③施設入所児童新入学祝支援事業

生活保障の確保

民生費 健康福祉
部 低所得者等援護対策費 生活福祉資金貸付事業補助金 60,944 6,983

生活福祉資金貸付事業を実施する県社会福祉協議会に対して、貸
付事業に要する事務費及び市町社会福祉協議会に相談員を設置す
る経費を補助する。（生活福祉資金の種類）生活支援費、住宅入居
費、一時生活再建費、福祉費、緊急小口資金、教育支援費、就学支
度金等

生活保障の確保

民生費 健康福祉
部 低所得者等援護対策費 住宅手当緊急特別措置事業費 167,115 0

離職等により、住宅を喪失した者もしくは喪失のおそれのある者に対
して住宅手当を給付することで、安定した住居を確保し、就労支援員
等を活用して就労支援を行う。また、各市で実施する住宅手当緊急
特別措置事業に関する経費について補助する。

生活保障の確保

民生費 健康福祉
部

戦傷病者・戦没者遺族援
護事業費 戦傷病者援護事業費 163 163戦傷病者の自立及び福祉の向上を図るため、療養給付審査事業を実施する。 生活保障の確保
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款名称 部局名称 事業名称 細事業名称 本年度事業費
（千円）

本年度県費
（千円） 事業概要（目的） 政策体系名称

民生費 健康福祉
部

戦傷病者・戦没者遺族援
護事業費 援護事業費補助金 4,250 4,250

戦没者遺族等の団体の慰霊事業に助成し、援護制度を補完する。
（三重県遺族会事業補助）
①全国戦没者追悼式参列及び沖縄「三重の塔」慰霊団派遣助成
②政府派遣遺骨収集及び戦跡慰霊巡拝、三重県遺族会主催外地戦
跡慰霊巡拝助成
③沖縄「三重の塔」慰霊祭補助

生活保障の確保

民生費 健康福祉
部

戦傷病者・戦没者遺族援
護事業費 戦没者慰霊事業費 1,939 1,939

戦没者、戦災死没者を追悼し、冥福を祈願する。
①全国戦没者追悼式（国主催）に遺族と共に参列〔昭和３８年から実
施〕
②三重県戦没者追悼式の開催〔昭和４１年から実施〕
③沖縄「三重の塔」の維持管理委託
④沖縄「三重の塔」慰霊祭への参列

生活保障の確保

民生費 健康福祉
部

戦傷病者・戦没者遺族援
護事業費 旧軍人関係調査事業費 2,167 1,794

旧軍人軍属の身分の取扱い及び未帰還者の状況調査等に関する事
務処理を行う。
①未帰還者の状況調査
②国、地方公務員共済組合法による軍歴通算に関する証明
③戦争戦没者軍人等の叙勲発令事務調査
④旧軍人等恩給の調査、進達

生活保障の確保

民生費 健康福祉
部

戦傷病者・戦没者遺族援
護事業費 遺族及び留守家族等援護事業費 10,658 1,863

戦没者遺族等の援護事務の円滑な実施を図る。
①戦傷病者の療養給付金審査
②障害年金、遺族年金、弔慰金の進達
③戦没者遺族相談員、戦傷病者相談員による援護相談業務
④戦没者等の遺族に対する特別弔慰金及び各種給付金の審査裁定

生活保障の確保

民生費 健康福祉
部

戦傷病者・戦没者遺族援
護事業費 中国帰国者等定着促進事業費 671 0

県内に定着した中国帰国者及び同伴家族が自立するための支援を
行う。
①身元引受人制度の実施
②自立指導員（自立支援通訳）の派遣
③巡回健康相談の実施④定着促進連絡会議開催

生活保障の確保

民生費 健康福祉
部

戦傷病者・戦没者遺族援
護事業費 引揚者等特別交付金支給事業費 104 0

引揚者及びその遺族に対する援護事務の円滑化を図る。
①引揚者等特別交付金請求書の審査裁定
②引揚者書状贈呈事業にかかる引揚者特別交付金受給者確認事務

生活保障の確保

民生費 健康福祉
部 福祉医療対策費 福祉医療事業協力交付金 48,423 0障がい者、乳幼児、一人親家庭等医療費助成事業を円滑に推進するため、医師会等に対して協力交付金を交付する。 生活保障の確保

民生費 健康福祉
部 指導調査研修費 生活保護法施行事務費 1,619 1,497

生活保護法の適正な実施及び運営が行われるよう県下各福祉事務
所及び指定医療機関、指定介護機関に対して、それぞれ周知、指導
を行う。

生活保障の確保
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款名称 部局名称 事業名称 細事業名称 本年度事業費
（千円）

本年度県費
（千円） 事業概要（目的） 政策体系名称

民生費 健康福祉
部

生活保護適正化推進事
業費 生活保護適正化推進事業費 9,012 2,026

生活保護法の適正実施を推進するため、被保護者の状況把握のた
めの各種調査の実施、職員の資質向上のための研修等の事業を実
施する。

生活保障の確保

民生費 健康福祉
部

生活保護適正化推進事
業費 救護施設拠点在宅支援事業費 5,208 5,208

被保護者が救護施設に短期入所、体験入所することにより、在宅生
活能力を養い、在宅での生活を支援する。また、解雇等により住居を
なくした被保護者が、住居を確保するまでの期間支援を行う。

生活保障の確保

民生費 健康福祉
部

生活保護適正化推進事
業費 生活保護システム事業費 12,457 4,034

平成１８年度に現在の生活保護システム、平成２２年度に生活保護
等版医療レセプト管理システムを導入し、事務の効率化、合理化を行
うことで、ケースワークの充実をはかり、住民サービスの向上をめざ
す。

生活保障の確保

民生費 健康福祉
部 行旅死亡人等取扱費 行旅死亡人等取扱負担金 1,473 1,473行旅死亡人等の医療、葬祭等に要した費用について、慰留金品や扶養義務者等により弁償されない場合、市町の立替費用を負担する。 生活保障の確保

民生費 健康福祉
部 監査指導費 福祉職員現任訓練費 654 236生活保護法の指導援助を行う福祉事務所職員の研修を行う。 生活保障の確保

民生費 健康福祉
部 監査指導費 生活保護指導監査費 1,640 472福祉事務所が行う生活保護施行事務について適正に実施されるよう指導監査を実施する。 生活保障の確保

民生費 健康福祉
部 保護費 生活保護扶助費 2,108,080 526,771

生活に困窮する者に対して、憲法で定められた健康的で文化的な最
低限度の生活を保障するため、生活保護法に基づいて必要な扶助
費を給付するとともに、法の目的である被保護者の自立助長を図る。

生活保障の確保

民生費 健康福祉
部 保護費 生活保護法第７３条関係負担金 750,035 750,035居住地がないか、明らかでない被保護者に対して、各市が支弁した保護費、保護施設事務費を県が負担する。 生活保障の確保

民生費 健康福祉
部 保護費 認定・審査・支払委託料 17,618 17,618

①医療扶助の診療・調剤報酬等について、医療機関から提出のあっ
た診療報酬明細書の審査及び支払いを社会保険診療報酬支払基金
に委託する。②介護扶助の介護報酬について、明細書の審査及び介
護報酬の支払いを国保連合会に委託する。③65歳以下の介護保険
該当者に対する要介護認定調査について、保険者である町等に調査
を委託する。

生活保障の確保

民生費 健康福祉
部 保護費 中国残留邦人生活支援費 9,433 2,453

中国残留邦人について、国民年金の給付がされるようになったが、な
お、生活の維持が困難な方に対して、生活保護とは別の制度により、
生活を支援する。

生活保障の確保

民生費 健康福祉
部 保護費 救護施設整備事業費 464,220 0

耐震化整備及びスプリンクラー整備が必要な救護施設について、施
設整備に対する補助金を交付し、利用者の安全で快適な居住環境
の確保を図る。

生活保障の確保

民生費 健康福祉
部 社会福祉関係総務費 福祉休養ホーム瀞流荘改善事業

費 102 102瀞流荘の今後のあり方について検討を行う。 高齢者保健福祉の推進
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款名称 部局名称 事業名称 細事業名称 本年度事業費
（千円）

本年度県費
（千円） 事業概要（目的） 政策体系名称

民生費 健康福祉
部

介護保険制度実施関係
事業費 介護給付費県負担金 17,697,933 17,697,933要介護者に対する介護給付及び要支援者に対する予防給付に要する費用の１２．５％（施設給付については１７．５％）を県が負担する。 高齢者保健福祉の推進

民生費 健康福祉
部

介護保険制度実施関係
事業費 介護保険財政安定化基金積立金 12,634 0

介護保険制度が安定的に運営されるよう、給付金の予想を上回る伸
びや、通常の努力を行ってもなお生じる保険料未納による保険財政
の赤字について、資金の貸付、交付を行うため、都道府県に財政安
定化基金を設置する。

高齢者保健福祉の推進

民生費 健康福祉
部

介護保険制度実施関係
事業費

介護保険財政安定化基金貸付・交
付金 10,000 0

介護保険制度が安定的に運用されるよう、給付金の予想を上回る伸
びや、通常の努力を行ってもなお生じる保険料未納による保険財政
の赤字について、都道府県に財政安定化基金を設置し、資金の貸
付・交付を行う。

高齢者保健福祉の推進

民生費 健康福祉
部

介護保険制度実施関係
事業費

ホームヘルプ等利用者負担軽減事
業費補助金 5,793 1,932

低所得者及び障がい者のホームヘルプサービス等にかかる利用者
負担額の一部を補助することにより、低所得者等の負担を軽減する
とともに、介護保険制度の円滑な施行に資する。
①障害者ホームヘルプサービス利用者に対する支援措置事業
②社会福祉法人等による生計困難者に対する介護保険サービスに
係る利用者負担軽減制度事業
③離島等地域における特別地域加算に係る利用者負担額軽減措置
事業
④中山間地域における加算に係る利用者負担額軽減措置事業

高齢者保健福祉の推進

民生費 健康福祉
部

介護保険制度実施関係
事業費 介護保険制度施行経費 10,728 10,345

介護認定等の不服審査請求を審理する介護保険審査会の設置、市
町等（保険者）への巡回ヒアリング等の実施などにより、介護保険制
度の適正な運営が図られるように支援する。
①介護保険審査会（人件費分）
②介護保険審査会（事務費分）
③保険者指導事業
④介護給付適正化推進事業
⑤介護保険事業支援計画策定

高齢者保健福祉の推進

民生費 健康福祉
部

介護保険制度実施関係
事業費 介護支援専門員資質向上事業費 19,981 2,346介護支援専門員の資質向上研修及び更新研修を実施するとともに資格の管理を行う。 高齢者保健福祉の推進

民生費 健康福祉
部

介護保険制度実施関係
事業費 認定調査員等研修事業費 4,937 2,472

介護保険制度の根幹業務である要介護認定業務等、重要な任務に
係る認定調査員、認定審査会委員、主治医の研修を行い、資質の向
上を図る。

高齢者保健福祉の推進

民生費 健康福祉
部

介護保険制度実施関係
事業費

介護保険サービス事業者・施設指
定事業費 18,447 6,987

①介護保険を円滑に遂行するため、指定居宅サービス事業者・指定
居宅介護支援事業者・介護保険施設の指定、指導等を行う。②行政
と介護保険サービス事業者が協議のうえ、介護サービスのあり方等
について研修を行う。③介護サービス事業者からの電話相談受付等
や事業者情報の電子登録等を行う。

高齢者保健福祉の推進
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款名称 部局名称 事業名称 細事業名称 本年度事業費
（千円）

本年度県費
（千円） 事業概要（目的） 政策体系名称

民生費 健康福祉
部

介護保険制度実施関係
事業費 介護サービス苦情処理業務補助金 5,543 0

介護保険の指定事業者等から提供されるサービスについて、利用者
やその家族からの苦情等の相談業務を行う三重県国民健康保険団
体連合会に対して、その運営経費を補助する。

高齢者保健福祉の推進

民生費 健康福祉
部

介護保険制度実施関係
事業費 介護施設等職員研修事業費 5,271 2,227

①介護施設の看護職員が必要とされる専門的知識や技術の修得、
他の施設職員との情報交換やネットワークづくりに資することを目的
として各種研修を実施する。②たんの吸引等が必要な者に対して必
要なケアをより安全に提供する必要性から、介護職員等がたんの吸
引等の医療的ケアを行うために必要な研修を実施する。

高齢者保健福祉の推進

民生費 健康福祉
部

介護保険制度実施関係
事業費

介護サービス情報の公表推進事業
費 973 781

利用者が自ら介護サービスを選択できる仕組みづくりを進めるため、
介護保険事業者等を対象にした「介護サービス情報の公表」の普及
啓発や地域密着型サービス事業所の外部評価を実施するための調
査員の養成を行う。

高齢者保健福祉の推進

民生費 健康福祉
部

介護保険制度実施関係
事業費 地域支援事業県交付金 548,491 548,491地域支援事業の介護予防事業に要する費用の１２．５％、包括的支援事業に要する費用の２０．０％を県が負担する。 高齢者保健福祉の推進

民生費 健康福祉
部

介護基盤整備関係事業
費

高齢者福祉施設整備費利子補給
補助金 28,539 0

介護保険の主要な施設サービスである特別養護老人ホーム等に対
して、独立行政法人福祉医療機構から借り入れた資金の利子の一部
を補助し、介護保険施設の安定した運営を図る。

高齢者保健福祉の推進

民生費 健康福祉
部

介護基盤整備関係事業
費 介護サービス基盤整備補助金 1,847,710 610施設サービスを必要とする高齢者が、できるだけ円滑に入所できるよう、特別養護老人ホーム等の整備に支援を行う。 高齢者保健福祉の推進

民生費 健康福祉
部

高齢者社会参加環境づく
り事業費

明るい長寿社会づくり推進機構事
業委託費 30,547 1,953

高齢者の社会参加活動を促すとともに高齢者の活力を地域に活用
するなど明るい長寿社会づくりを進めるために、啓発、普及、情報提
供、研修などさまざまな事業を展開し、高齢者の生きがいと健康づく
りを推進する。

高齢者保健福祉の推進

民生費 健康福祉
部

高齢者社会参加環境づく
り事業費

老人クラブ活動等社会活動促進事
業費補助金 63,947 31,975老人クラブ等に助成することにより、老後の生活を豊かなものとするとともに、明るい長寿社会づくりに資する。 高齢者保健福祉の推進

民生費 健康福祉
部

高齢者在宅生活支援事
業費 軽費老人ホーム運営費補助金 967,137 967,137軽費老人ホーム（Ａ型・ケアハウス）の運営に必要なサービスの提供に要する費用に対して、補助金を交付する。 高齢者保健福祉の推進

民生費 健康福祉
部

高齢者在宅生活支援事
業費 地域包括ケア推進・支援事業費 4,521 3,656

地域における支えあい体制など「地域包括ケア」の取組が継続的に
行われるよう、地域包括支援センター職員等のネットワーク形成力等
の向上を図るなど、地域包括支援センターの機能強化を支援する。

高齢者保健福祉の推進
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款名称 部局名称 事業名称 細事業名称 本年度事業費
（千円）

本年度県費
（千円） 事業概要（目的） 政策体系名称

民生費 健康福祉
部

高齢者在宅生活支援事
業費 認知症対策研修・支援事業費 49,249 11,730

認知症の人に対する医療・ケア・見守り相談といった総合的な支援体
制を充実するとともに、若年性認知症への取組を行う。
①認知症介護実践者等養成事業
②認知症地域医療支援事業
③認知症対策普及・相談・支援事業
④認知症疾患医療センター運営事業
⑤若年性認知症ケア・モデル事業
⑥認知症サポーター等養成事業
⑦市町認知症ケア総合推進事業
⑧認知症施策推進事業

高齢者保健福祉の推進

民生費 健康福祉
部

高齢者在宅生活支援事
業費

福祉有償運送普及促進支援事業
補助金 2,250 0

福祉有償運送の継続的、安定的な提供を促し、要介護者、身体障が
い者等の移動制約者に対する移動手段を確保するため、福祉有償
運送を実施するＮＰＯ等非営利法人の利用者の安全と利便性を確保
するための取組を支援する。

高齢者保健福祉の推進

民生費 健康福祉
部

高齢者在宅生活支援事
業費 みえ地域ケア体制整備推進事業費 4,360 567

地域ケアの取組の促進に向けて、関係者に対して先進事例を学ぶ機
会の提供を行うとともに、県民に対して介護の意義、重要性等につい
ての啓発を行う。また、市町等が行う介護予防の取組の効果的な展
開に向け支援する。

高齢者保健福祉の推進

民生費 健康福祉
部

介護基盤緊急整備等臨
時特例基金事業費

介護基盤緊急整備等臨時特例基
金積立金 5,601 0

県内において将来必要となる介護施設、地域介護拠点等の緊急整
備及び既存施設のスプリンクラー整備を支援することを目的に、介護
基盤緊急整備等特別対策事業を実施するための三重県介護基盤緊
急整備等臨時特例基金を設置しており、必要な基金の積立てを行
う。

高齢者保健福祉の推進

民生費 健康福祉
部

介護基盤緊急整備等臨
時特例基金事業費

介護基盤緊急整備等特別対策事
業費 3,109,074 0

現下の経済・雇用情勢の中、介護機能強化と雇用の創出が緊急に
求められていることを踏まえ、県内において将来必要となる介護施
設・地域介護拠点等の緊急整備及び既存施設のスプリンクラー整備
を支援する。

高齢者保健福祉の推進

民生費 健康福祉
部

介護職員処遇改善等臨
時特例基金事業費

介護職員処遇改善等臨時特例基
金積立金 10,361 0介護職員の処遇改善に取り組む事業者に資金の交付等を行うため、介護職員処遇改善等臨時特例基金を設置する。 高齢者保健福祉の推進

民生費 健康福祉
部

介護職員処遇改善等臨
時特例基金事業費 介護職員処遇改善交付金事業費 2,255,331 0

県民が安心して老後を迎えることができるようにするとともに、現下の
厳しい雇用情勢の中で、介護分野における雇用の創出、人材育成等
につながるよう、介護職員の処遇改善に取り組む事業者へ資金を交
付する。

高齢者保健福祉の推進

民生費 健康福祉
部

介護職員処遇改善等臨
時特例基金事業費

施設開設準備経費助成等特別対
策事業費 791,011 0

介護施設等が開設時から安定した、質の高いサービスを提供できる
ための体制整備を行うことを支援するとともに、施設等用地の確保が
困難な場合に、定期借地権利用を支援し、介護施設等整備の一層の
促進を図る。

高齢者保健福祉の推進
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款名称 部局名称 事業名称 細事業名称 本年度事業費
（千円）

本年度県費
（千円） 事業概要（目的） 政策体系名称

民生費 健康福祉
部

障がい児（者）医療対策
費 障がい者医療費補助金 2,217,702 2,194,375障がい（児）者の保健の向上と福祉の増進を図ることを目的とし、障がい者医療費助成制度を実施する市町に対して補助する。 障がい者保健福祉の推進

民生費 健康福祉
部

障がい者地域生活支援
事業費 障がい福祉総務費 12,806 6,221

①障がい者に関する施策を総合的に推進するため、障害者基本法に
基づく三重県障害者施策推進協議会、及び圏域自立支援連絡協議
会を開催するとともに、精神保健福祉の向上をはかるため、三重県
精神保健福祉審議会を開催する。②障害者自立支援法に基づく障害
者介護給付費等不服審査会を設置する。

障がい者保健福祉の推進

民生費 健康福祉
部

障がい者地域生活支援
事業費 障害者手帳交付事務費 8,811 2,111身体障害者手帳、療育手帳の交付を行う。 障がい者保健福祉の推進

民生費 健康福祉
部

障がい者地域生活支援
事業費

障がい者相談支援体制強化事業
費 252,952 132,497

障害福祉圏域ごとに３障がいの総合的な相談支援センターを設置
し、障がい児（者）やその家族の地域生活を支援するとともに、専門
性の高い相談支援事業として、自閉症・発達障がい支援センター運
営事業、高次脳機能障がい者生活支援事業、重症心身障がい児
（者）相談支援事業を行う。また、障がい者が安心して地域で生活で
きるよう、ピアカウンセラー・ピアサポーター養成事業を実施する。

障がい者保健福祉の推進

民生費 健康福祉
部

障がい者地域生活支援
事業費 人材育成支援事業費 9,951 4,989

障がい福祉サービス又は相談支援が円滑に実施されるよう、サービ
ス等を提供する者や、これらの者に対し必要な指導を行う者への研
修を実施することにより、サービス等の質の向上を図る。

障がい者保健福祉の推進

民生費 健康福祉
部

障がい者地域生活支援
事業費 市町地域生活支援事業補助金 269,293 269,293

障がい児（者）の自立した生活を支援するため、障がい者や障がい児
の保護者等からの相談支援事業、手話通訳者の派遣等を行う事業、
障がい者等の移動を支援する事業等を市町が実施する場合、また
は、社会福祉法人等が行う同事業等に対し市町が補助した場合、そ
の経費の一部を助成する。

障がい者保健福祉の推進

民生費 健康福祉
部

障がい者地域生活支援
事業費

障がい者小規模作業所事業補助
金 69,131 69,131

一般企業に雇用されることが困難な障がい者の在宅生活を豊かに
し、社会参加を促進するため、福祉的就労、創作的活動、生活交流
の場を提供し、自活に必要な訓練を行うとともに、生活意欲の向上を
図るために必要な費用を補助する。

障がい者保健福祉の推進

民生費 健康福祉
部

障がい者地域生活支援
事業費

障害者自立支援緊急対策助成事
業費 1,727,091 151,712

障害者自立支援法での新しい障がい者福祉サービス体系への円滑
な移行を図るため、障害者自立支援対策臨時特例基金により、以下
の特別対策事業を実施する。
①新法への移行等のための円滑な実施を図る措置
②障害福祉サービス事業者に対する運営の安定化を図る措置
③福祉・介護人材の処遇改善を図る措置

障がい者保健福祉の推進
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款名称 部局名称 事業名称 細事業名称 本年度事業費
（千円）

本年度県費
（千円） 事業概要（目的） 政策体系名称

民生費 健康福祉
部

地域生活移行推進事業
費 地域生活移行推進事業費 1,845 0

①「地域生活移行推進に関する評価検討委員会」等事業
②障がい者権利擁護普及啓発事業
③市町・相談支援事業者成年後見等実務研修事業

障がい者保健福祉の推進

民生費 健康福祉
部

地域生活移行推進事業
費

障がい者の地域移行受け皿整備
事業費 172,481 833

①グループホーム等の定員を増やすため、改修及び新規整備費用
を補助する。②グループホーム利用者の経済的負担を減らすため、
家賃の1/2を補足給付として利用者に支給する。③重度身体障がい
等自立生活体験事業④重介護型ケアホーム等支援事業⑤日中活動
支援を実施する障害者福祉サービス事業所の新規整備費用を補助
する。

障がい者保健福祉の推進

民生費 健康福祉
部 障害者介護給付事業費 障害者介護給付費負担金 4,302,169 4,302,169

①障害者自立支援法に基づき市町が支出する介護給付費等の一部
を負担する。②医療が必要な障がい児（者）がデイサービス等を利用
する場合、看護師の配置に要する費用を補助する。③療養介護医療
等にかかる審査支払事務を委託する。

障がい者保健福祉の推進

民生費 健康福祉
部 障害者介護給付事業費 更生医療費負担金 257,311 257,311

一般医療で既に治癒した障がいに対し、日常生活能力又は職業能
力を回復させるために行う更生医療に要する費用の一部を負担す
る。

障がい者保健福祉の推進

民生費 健康福祉
部 障害者介護給付事業費 障がい者補装具給付費負担金 82,199 82,199身体障がい児（者）に車いす等の補装具を交付又は修理する費用を市町に補助する。 障がい者保健福祉の推進

民生費 健康福祉
部

障がい者就労支援事業
費 障がい者就労支援事業費 28,454 4,526

障がい者の就労を支援するため①施設を退所後、一般就労し、元施
設の支援を希望する者に支援を行うことで就労の定着化を図る。②
県庁舎内で精神障がい者・知的障がい者の職場実習を行うことで、
行政機関における就労の可能性を探る。③障がい者の授産施設で
の工賃は依然低い水準にあり、障がい者の工賃アップに資するた
め、経営コンサルタントの派遣、工賃アップセミナー開催、社会的事
業所の調査研究等を実施する。

障がい者保健福祉の推進

民生費 健康福祉
部

障がい者所得保障事業
費 特別障害者手当給付事業費 83,609 21,209

日常生活において常時介護を要する状態にある重度障がい児（者）
に対し、精神的、物質的な特別の負担の軽減の一助として、特別障
害者手当等を支給することにより、福祉の向上を図る。

障がい者保健福祉の推進

民生費 健康福祉
部

障がい者所得保障事業
費 心身障害者扶養共済事業費 343,834 68,081

心身障がい者の保護者が生存中に一定額の掛け金を納付すること
により、保護者が死亡又は重度障がいとなったとき、残された障がい
者に対して年金を支給し、障がい者の生活の安定と福祉の増進に資
する。

障がい者保健福祉の推進
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款名称 部局名称 事業名称 細事業名称 本年度事業費
（千円）

本年度県費
（千円） 事業概要（目的） 政策体系名称

民生費 健康福祉
部

障がい者社会活動推進
事業費 障がい者社会参加促進事業費 43,452 19,667

ノーマライゼーションの理念の実現に向けて、さまざまな障がいのあ
る人が地域の中で生活できるよう、また、生活の質的向上が図れるよ
う、生活訓練、情報支援、スポーツ芸術の振興、普及啓発等の事業
を総合的に実施することにより、障がい者に対する県民の理解を深
め、誰もが明るく暮らせる社会づくりを促進する。

障がい者保健福祉の推進

民生費 健康福祉
部

障がい者社会活動推進
事業費

視覚障害者支援センター等運営事
業費 72,952 41,333

視覚障がい者の福祉の向上を図るために、①点字刊行物や録音物
の作成、貸出②点訳、朗読奉仕員の育成指導③文化レクリエーショ
ン活動④生活相談、生活訓練などの支援を行う県視覚障害者支援セ
ンターを運営するとともに、社会福祉法人が運営する上野点字図書
館の運営費に対して補助を行う。

障がい者保健福祉の推進

民生費 健康福祉
部 障がい者施設福祉費 障がい者施設整備事業費補助金 10,000 0障がい児（者）施設の設備（備品）整備を行い、障がい児（者）福祉の充実を図る。 障がい者保健福祉の推進

民生費 健康福祉
部 障がい者施設福祉費 障がい者施設耐震化等整備事業

費 473,905 0
火災発生や地震発生時に自力で避難することが困難な方々 が多く入
所する社会福祉施設等の安全・安心を確保するために、社会福祉施
設等の耐震化及びスプリンクラー整備を促進する。

障がい者保健福祉の推進

民生費 健康福祉
部

県立障がい児（者）福祉
施設等事業費

身体障害者総合福祉センター運営
費 136,548 135,726

福祉センターＡ型では、身体障がい者を対象に更生相談、訓練等の
実施、スポーツ、レクレーションの指導を行う。また、障害者支援施設
では、自助動作の機能が回復する可能性があると判定される肢体不
自由者又は高次脳機能障がい者等を対象に、その更生に必要な指
導、治療及び訓練を行う。

障がい者保健福祉の推進

民生費 健康福祉
部

県立障がい児（者）福祉
施設等事業費 知的障がい者施設支援事業費 4,179 0

在宅する知的障がい者が緊急に入所が必要となった場合に施設へ
の受入を行う。対象者は、保護者の死亡、入院などにより養護に欠け
る状態にあり、かつ他に適当な保護者がいない場合で、「いなば園」
に委託し実施する。

障がい者保健福祉の推進

民生費 健康福祉
部

県立障がい児（者）福祉
施設等事業費 障害者相談支援センター運営費 31,993 27,844

①相談判定業務
②市町に対する専門的な技術的援助指導等業務
③巡回相談
④市町、障害者更生援護施設職員研修
⑤身体障害者手帳発行、療育手帳発行

障がい者保健福祉の推進

民生費 健康福祉
部

障がい福祉総合推進緊
急雇用創出事業費

障がい福祉総合推進緊急雇用創
出事業費 27,627 0

障害福祉サービスを提供する事業所において、離職した障がい者を
雇用し、事業所の支援員が利用者に対して行う作業指導等の補助を
行うことにより、障がい者の離職者の雇用、就業継続支援のノウハウ
を検証する。

障がい者保健福祉の推進
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款名称 部局名称 事業名称 細事業名称 本年度事業費
（千円）

本年度県費
（千円） 事業概要（目的） 政策体系名称

民生費 健康福祉
部 障がい児福祉費 重症心身障がい児（者）通園等事

業費 73,759 38,492

１重症心身障がい児（者）通園事業①三重病院他２か所で重症心身
障がい児（者）を対象に通園により療育及び機能訓練等を行う。②和
歌山県の施設で通園事業を実施する県内障がい児の県負担分を和
歌山県に支払う。２地域生活支援事業①三重県重症心身障害児
（者）を守る会に対し療護指導研修事業を委託する。

障がい者保健福祉の推進

民生費 健康福祉
部 障がい児福祉費 障がい児施設支援等事業費 1,390,121 691,909

１障害児施設医療費等審査手数料
①障害児施設給付費の支払いに関する事務を国民健康保険団体連
合会に委託する。
②措置医療費、障害児施設医療費の審査及び支払いに関する事務
を社会保険診療報酬支払基金、国民健康保険団体連合会に委託す
る。
２障害児施設措置費、給付費
①障がい児に対し自立を援助し、もって障がい児の福祉の向上を図
る。

障がい者保健福祉の推進

民生費 健康福祉
部

ＵＤ（ユニバーサルデザ
イン）のまちづくり総合推
進事業費

ＵＤのまちづくり整備推進事業費 2,233 0

「三重県ユニバーサルデザインのまちづくり推進条例」及び「高齢者、
障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」に基づき、商業施
設などの不特定多数の人が利用する公共的施設について、誰もが安
全で快適に利用できるよう、事業者や設計者等への研修会等による
整備基準等の周知、徹底を図る。

快適な都市環境の整備

民生費 健康福祉
部

ＵＤ（ユニバーサルデザ
イン）のまちづくり総合推
進事業費

交通施設バリアフリー化事業費 107 107
「誰もが暮らしやすいまち」をつくるため、鉄道事業者が行う駅舎への
エレベーター設置等のバリアフリー化事業に対し、国、関係市町と共
に支援し、鉄道駅における移動の円滑化を推進する。

快適な都市環境の整備

民生費 健康福祉
部

ＵＤ（ユニバーサルデザ
イン）のまちづくり総合推
進事業費

公共交通移動円滑化事業費 19,000 19,000路線バスを利用した移動の利便性、安全性の向上を図るため、バス事業者が導入するノンステップバスの購入費に対して補助する。 快適な都市環境の整備

民生費 健康福祉
部 給与費 人件費 3,700,431 3,486,953健康福祉部民生関係職員人件費 人件費

民生費 健康福祉
部 社会福祉関係総務費 交際費 600 600健康福祉部長及びこども局長の交際費 その他

22/22


